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【論文要旨】
　立憲民主主義国家においては，政府は公教育を組織，運営する権限を認められているが，その権
限も憲法上の制約に服さねばならない。本稿は，公教育に関する政府の権限とその限界について考
察するために，1920年代のアメリカ合衆国の2つの判例（Meyer判決とPierce判決）の分析を試
みている。その理由は，1980年代以降，立憲民主主義国家の公教育における政府の役割を考える
際に，両判決をいかに評価するのかが極めて重要になる議論状況が合衆国において生じているから
である。本稿は，本誌29号に掲載した2つの判決に内在する二面性の確認（1）および両判決の
内容の紹介（1）に続き，両判決を1920年代当時の社会状況や連邦最高裁の状況に照らして分析
している。特に，連邦最高裁の歴史上，両判決がロックナー判決期と呼ばれる時代の判例であるこ
とをいかに評価するのかという点を中心に検討し，公教育に関する政府権限の限界を問う上で，両
判決が示した反全体主義原理のもつ意義について考察している。
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1　ロックナー判決期の悪しき判例か？
　（1＞ロックナー判決期に対する一般的評価とMeyer判決，　Pierce判決
　上述のようにMeyer判決とPierce判決を分析する際に重要なのは，それらがロックナー判決期
の判例であることをどのように評価すべきなのかということである。1つの考え方は，上述のとお
り両判決も，当時の連邦最高裁裁判官の多数派が頑強に支持していたと言われるレッセフェール経
済理論の賜物だというものである。ロックナー判決期に対して従来から言われてきた一般的な評価
とは，連邦最高裁の多数を占めていた保守派の裁判官たちが，巨大企業の経済的利益を擁護するた
め，レッセフェール経済理論を憲法に読み込み，契約の自由等の私人の自由を最大限保障し，自ら
の政策的好みに基づき政府の活動領域を最低限に留めておこうとしていたというものである1。も
し，この一般的評価に従うならば，Meyer判決とPierce判決においても，連邦最高裁は，直接に
救済された訴訟当事者である教師の職業上の利益や私立学校の財産・営業上の利益を最大限保障す
ること，さらには親による子どもの絶対的支配権にも繋がりうる親の教育の自由への政府による制
約を最小限に留めようとすることに主たる関心があったという可能性が強まる。このような見方か
らは，両判決も，社会立法の一種である公教育関係立法を通じた政府の活動を必要以上に阻害する
可能性を秘めたロックナー判決期の悪しき判例だという評価を下さざるをえないのかもしれない。
　1）1920年代＝連邦最高裁内部でのレッセフェール経済理論の増長期？
　確かに，Meyer判決とPierce判決をめぐる当時の状況の中には，前段のような評価を導かせる
事情が存在する。第1に，1920年代には，連邦最高裁がレッセフェール経済理論を憲法に読み込
もうとする態度を強めたように見えることが挙げられる。パン工房労働者の労働時間規制を違憲と
判断した1905年のLochner判決以来，連邦最高裁は，一貫して進歩主義的な立法に対して否定的
1ロックナー判決期に関する一般的な評価として本稿が念頭においているものに関しては，See　Howard
Gillman，　The　Constitution　Besieged：The　Rise　and　Demise　of　Lochner　Era　Police　Power　Jurisprudence　1－4
　（Duke　University　Press，1993）；David　E．　Bernstein，　Lochner　Era　Revis　ionism，　Revised：　Lochner　and　the　Origins
of　Fundamental　Rights　Constitutionalism，92　Geo．　L．　J．1，1－4（2003），
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－16一
な結論を導いていたとは必ずしも言い切れない部分があり，むしろ1910年代までは，たとえ雇用
者や労働者の契約の自由等を制約する立法であっても，それを合憲と判断することもしばしばであ
った。例えば，連邦最高裁は，1908年にはMuller　v．　Oregon2において女性の労働時間を規制する
州法を合憲とし，また，1917年にはBunting　v．　Oregon3においてほぼあらゆる労働者の労働時間
規制を合憲と判断していた。これらの連邦最高裁判決は，労働時間規制という面においてLochner
判決とは逆の結論を導いており，その点でLochner判決との緊張関係をはらむもののように見え
る。また，1910年代には研究者の中にも，一般に考えられているよりも連邦最高裁は進歩主義的
だと主張する者もいた。例えば，Charles　Warrenは，デュー・プロセス条項に関する連邦最高裁
判例を数え上げ，社会・経済立法に関する違憲の判断が合憲の判断よりも圧倒的に少ないことを指
摘し，連邦最高裁が実際には一般に主張されるよりも進歩主義的な立法に対して寛容であると主張
していた4。　　　　　　　　　　　　　　’
　しかし，1920年代に至って，連邦最高裁は，前段の期待を裏切り，反対方向に舵を切ったかに
見える結論を示すことが多くなった5。そして，1920年代の連邦最高裁の保守化の傾向を如実に示
すかのような代表的判例が，Meyer判決と同年に出された1923年のAdkins　v．　Children’s　Hospita16
である。Adkins判決においては，連邦最高裁は，コロンビア自治区での女性と子どもに関する最
低賃金を定めた連邦法を成人女性に適用される限りで違憲と判断した。Adkins判決の法廷意見は，
2208Us，412（1908）．
3243US。426（1917）．
4Charles　Warren，　The　Progressiveness（of　The　United　States　Supreme　Court，13　Colum　L．　Rev．294，294F296
　（1913）；See　also　Charles　M．　Hough，　Due　Proeess（ofLaw－To－1）αy，32　Harv．　L．　Rev．218（1919）（「デュー・プロ
　セス条項に依拠する財産権の直接的主張はほとんどの場合失敗」しており，憲法で保障される自由に訴える
　間接的主張は未だ継続的行われているが，その自由の主張も「死にかかっており，今日，デュー・プロセス
　条項の下で〔その自由が〕援用される場合に，裁判所は患者の末期を和らげる以上のことをしていない。」
　Id．，　at　233）；Robert　E　Cushman，　The　Social　and　Economic　lnterpretation　of　the．Fourteenth　Amendment，20
Mich．　L．　Rev．737（1922）（「近年の判例は，レッセフェールに対する司法の禁欲の態度と呼びうるもの，す
　なわち，社会的・経済的諸条件が法律の規制を必要とさせるという立法府の判断を決定的なものとみなし，
裁量濫用がもっとも明白である場合にのみ立法府の判断に介入するという態度を裁判所の側が進んで示して
　いることを反映しているように思われる。」Id．，　at　758．）．
5Ray　A．　Brownは，1927年の論考において，1910年代には連邦最高裁が実は進歩主義的であると指摘されて
　いたことに対し，「連邦最高裁は，1920年からの6年間で，それ以前の修正14条が効力を発して以来の52年
　間全体よりも多くの事件で，修正5条と修正14条のデュー・プロセス条項の下で社会・経済立法を違憲と宣
　言していることを発見することは少々ショックである」と述べていた（Ray　A．　Brown，　Due　Process　of　Law，
Police　Power，　and　the　Supreme　Court，40　Harv．　L．　Rev，943，943－944〔1927〕．）。　Brownによれば，上記の
Warren論文が書かれた1913年までの間に社会・経済立法をめぐる事件で98件中6件（6％強），1913年から
　1920年までに97件中7件（7％強）が違憲と判断されたのに対して，1920年から1927年までには53件中15件
　（28％）が違憲と判断されているという（ld．，　at　944－945．）。また，参照田中英夫「私有財産権の保障規定と
　してのDue　Process　Clauseの成立：法の発展において裁判所の果たす役割についての一考察」同『デュー
　　プロセス』3頁（東大出版会，1987）177－178頁。
6261U，S，525（1923）．
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Lochner判決を明示的に引用し，企業の経済的な利益を厚く保護するために，実体的デュー・プロ
セス理論に基づいて進歩主義的な立法を厳格に審査する態度に打って出たようにも思わせるもので
ある7。というのも，Adkins判決の法廷意見の結論は，保守派として知られるWilliam　Howard
Taft首席裁判官にでさえ反対意見を書かせるほどのものであったからである。　Taft首席裁判官
は，上記のBunting判決においてLochner判決が覆されたとの認識に基づき，　Lochner判決に依
拠して違憲の結論を導いた法廷意見を批判するのである8。
　2）Meyer事件とPierce事件における保守派の活躍
　第2に，Meyer判決とPierce判決の結論に至る過程においては，当時の連邦最高裁の動向を支
えていた保守派の法律家の寄与するところが多かった点を指摘できる。両判決の法廷意見を書いた
のが，当時，最も頑強な保守派であったJames　C．　McReynolds裁判官であったことは先に指摘し
たとおりである9。さらに指摘できることは，Meyer事件で外国語教育を行った教師の側を擁護し
て「訴訟の友」を書き，Pierce事件では私立学校側の弁護人として主導的な役割を果たしたWn－
liam　D．　Guthrieの存在である。　Guthrieは，当時の保守的な学者の代表格であり，コロソビア大学
ロースクールで教鞭をとりながら，通称賭博訴訟（The　Lottery　Case）10やオレオマーガリン訴訟
（The　Oleomargarine　Case）11で弁護人を務め，州の権限を強調し，憲法の州際通商条項12や課税支
出条項13に基づく連邦の権限を最小限に留めようとする保守的な立論を展開していた14。また，
Guthrieは，その著書において，連邦や州の社会・経済立法により修正5条と修正14条のデュー・
プロセス条項で保障される自由が侵害される場合には司法府が積極的に司法審査を行うべきことを
強く主張していた15。Meyer事件とPierce事件の訴訟過程において，　Guthrieの立論が両判決の結
論に大きな影響を与えた可能性についても先述したとおりである16。
　3）Meyer判決とPierce判決に対するリベラル派の反応
　第3に指摘できることは，Meyer判決とPierce判決に対する当時のリベラル派による反応であ
7　1d．，　at　544－550．
81d．，　at　562－567（Taft，　C．　J．，　dissenting）．
9参照　本稿（1）法学研究論集〔明治大学大学院〕29号1頁（2008）6頁。
10Cαmpion　v．　Ames，188　U．S．321（1903）（州をまたいだ賭博売買を禁止する連邦法が州際通商を規制する連邦
　の権限内の立法だとされ，合憲と判断された事例）．
11McCray　v．　United　Sta　tes，195　U．S．27（1904）（人工的に黄色に着色されたオレオマーガリンに対して特別に高
　い税率を設定する連邦法が連邦の課税権限内の立法だとされ，合憲と判断された事例）．
12U．S．　Const．　Art．1，Sec．8，　Clause　3．
13U．S．　Const．　Art，1，Sec．8，　Clause　L
14See　Barbara　Bennett　Woodhouse，　William　1）αmeron　Gzathrie：　The　Case　of　the　IVew　Yorle　Conservative　and　the
　Birth（of　Fundamental　Fαmily　Libentes　in　New　York　and　the　Union：Contributions　to　the　American　Constitu－
　tional　Experience　637，638－639（Stephen　L．　Schechter　and　Richard　B．　Bernstein　eds。，　New　York　State　Com－
　mission　on　the　Bicentennial　of　the　United　States　Constitution，1990）．
15William　D．　Guthrie，　Lectures　on　the　Fourteenth　Amendlnent　to　the　Constitution　of　the　United　States，66－105
　（Little，　Brown　and　Company，1898）．
18一
る。まず取り上げるべきものは，Meyer判決での01iver　Wendell　Holmes裁判官の反対意見であろ
う。Holmesの反対意見において唯一問題にされている憲法上の権利は，憲法で保障されている教
師の自由である。そして，外国語教育禁止法をあらゆる子どもたちに英語を身に付けさせるという
適切な目的を達成するために，州がとりうる多くの手段のうちの1つであると述べ，そのような
州の判断を尊重せよという。Holmesにとって，州の裁量内における「実験」を司法府が妨げるよ
うなことは許されなかったのである17。
　進歩主義的な立法に対して司法府が過度に介入することへの懸念は，Meyer判決とPierce判決
に対する当時の研究者の反応にも共有されている。後に連邦最高裁裁判官となるFelix　Frankfurt－
erは，無署名の論考において，　Meyer判決とPierce判決を取り上げ，連邦最高裁がマイノリテ
ィーの権利を保護する結果となった両判決は「寛容」を旨とする合衆国にとってよきものかもしれ
ないと述べつつ，このような「寛容」の名の下に司法府が立法府の判断の良し悪しを積極的に判断
することのコストに着目しなければならないという警句を発していたのである18。
　4）　ロヅクナー判決期に対する一般的評価では説明しえない諸要素
　以上のような当時の状況を考慮して，Meyer判決とPierce判決をロヅクナー判決期の悪しき判
例であると評価するならば，両判決は，上記の公教育関係立法の複合的な性格に対して，子どもの
教育に関する政府の介入権限に十分な配慮を示しておらず，現代においてはあまり意義のない判例
だということになる。しかし，このような評価では，Meyer判決とPierce判決のそれぞれの法廷
意見に現れている諸要素を十分に説明しきれていないように思われる。第1に，もし，両判決の
主たる関心が直接に救済された訴訟当事者である教師や私立学校の経済的利益であったとするなら
ば，なぜ，両判決で問題になった州法を違憲と判断する際に親の教育の自由を持ち出し，それを子
どもの精神的自由に関わるような反全体主義的な物言いで基礎づけなければならなかったのかが説〆
明できない。上記の両事件の訴訟過程の分析からも明らかなように19，訴訟当事者の経済的損失
は，訴訟過程において十分に強調され，連邦最高裁もそれを認識していたことを見れば，その証拠
だけで違憲判断を導くことも可能だったはずである。第2に，一方で，親の教育の自由に関して
も，その絶対性に基礎づけられて両州法が違憲と判断されたとするならば，他方で，なぜ，連邦最
高裁が，親の教育の自由を制約する義務教育法等を含む子どもの教育に対する州の権限を問題視し
16参照　本稿（1）前掲注15，19－20頁。また，Meyer判決とPierce判決に対するGuthrieの影響を強調するもの
　として，Barbara　Bennett　Woodhouse，“Who　Owns　Child？”：　Meyer　and　Pierce　and　the　Child　as　ProPerty，33
　Wm　and　Mary　L．　Rev．995，1070－1080（1992）；William　G．　Ross，　Forging　New　Freedom：Nativism，　Educa－
　tion，　and　the　Constitution　1917－1927161－173，239　n．60（University　of　Nebraska　Press，1994）．
17Meyer　v．　Nebrasha，262　U．S．390，412（Holmes，　J．，　dissenting）．
18Felix　Frankfurter，　Can　the　Supreme　Court　Guαrantee　Tolemtion～　in　Philip　B．　Kurland　ed．，　Felix　Frankfurter　on
　the　Supreme　Court：Extrajudicial　Essays　on　the　Court　and　the　Constitution　174，174－178（The　Belknap　Press
　of　Harvard　University　Press，1970）（Reprinted　from　an　unsigned　editorial　in　the　New　Republic，　June　17，
　1925）．
19参照　本稿（1）前掲注14－15，19－21頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－19一
なかったのであろうか。1この点も十分に説明できない。
　②　ロックナー判決期修正主義
　そもそも，前段までのMeyer判決とPierce判決に対する評価は，上述のロックナー判決期に対
する一般的な見方を前提にしてきた。しかし，1990年代以降，この前提に対して疑義を唱え，修
正を迫る見解が有力に主張されるようになっている。すなわち，ロックナー判決期の諸判例をその
結論のみに囚われることなくより正確に分析するならば，連邦最高裁は，恣意的に特定の経済理論
を憲法の中に読み込もうとしていたというよりも，むしろ，制憲期にまで起源を辿ることができる
一貫した法理に基づいて判断していたという主張である。合衆国において，このロックナー判決期
の捉え直しの潮流は，ロックナー判決期修正主義（Lochner　Era　Revisionism）と呼ばれている。修
正主義の代表的な論者の主張を解説するGary　D．　Roweの論考によれば，修正主義は，ロックナー
判決期の連邦最高裁が一貫した内的法理を持っており，前例を見ない階級闘争の中で19世紀の憲
法の中心的な区別，すなわち，ポリス・パワー（police　power）の正当な行使とそれ以外の専断的
な立法との区別を維持しようという真剣かつ原理に則った努力を行っていたことを極めて詳細に示
そうとするものであり，さらに，1937年に始まるロックナー判決期の終焉も，一般的な見解が主
張する立法府の権限と司法府の抑制に関する中身のない制度上の考え方から生じたのではなく，良
き社会とは何かという実体的な構想をめぐる闘争から生じたものであることを明らかにしようと試
みているという20。このような主張により，ロックナー判決期修正主義は，ロックナー判決期を繰
返すなと主張してきた一般的な見解の中心的な命題すなわち，ロックナー判決期とは，合衆国の
司法審査の歴史の中で他とは調和し難い常軌を逸した時代であり，裁判官たちが自らの正統な権限
の枠を越え，法よりも自らの政策的な好みに基づいて立法を審査する時にいかに間違ったことが起
こるのかを例証しているという命題に反駁するのである。そして，この修正主義の見解に示唆を受
けつつ，ロックナー判決期における憲法で保障される自由の意味を探っていくと，Meyer判決と
Pierce判決で中心的な働きをしている親の教育の自由がどのように機能していたのかについて，
より説得力のある分析が可能になるように思われる。
2　ロックナー判決期における自由の意味
　（1）優越的地位を有する憲法上の自由という考え方の不在
　まず注意すべき点は，当時の連邦最高裁が修正5条や修正14条で保障される自由に関して，経
済的自由・とそれ以外の非経済的自由とを区別する考え方やそれらの一方が他方に対して優越的地位
を有するという考え方（preferred　freedoms）を採用していなかったことである。　Meyer判決で述
べられているように，連邦最高裁は，修正14条で保障される自由を，契約の自由等の経済的利益
20Gary　D．　Rowe，　Lochner　Revisionism　Revisited，24　Law＆Soc．　Inquiry　221，223－225（1999）。その他にロック
　ナー判決期修正主義そのものを分析するものとして，David　E．　Bernstein，　supra　note　1．また，邦語文献とし
　ては，常本照樹「ニュー・ディールと最高裁：憲法史からの視点」アメリカ法〔1997－1〕23頁。
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に関連するものに限定せず，婚姻の自由や神を崇拝する自由のような非経済的な自由を含むものと
捉えていた21。Meyer判決の法廷意見においては，親の教育の自由も，それらの自由の中の1つに
数えられている。また，このことは，Pierce判決と同年に出されたGitolow　v．　New　York22におい
て，言論の自由が修正14条の自由に含ませうるものだという論理の下に，州による言論の自由規
制の是非が問われていたことからも窺われる23。この点に関連して，阪口正二郎は，そもそも，ロ
ックナー判決期の諸判例に理論的な基礎を提供したと言われるThomas　M．　Cooleyの理論24自体が
経済的自由と表現の自由を共に厚く保障するリバタリアン的なものであったと指摘しているが25，
事実上，言論の自由等の非経済的自由を経済的自由に比べれば厚く保障する結論を導いていなかっ
た1920年代当時の連邦最高裁の保守派の裁判官たちも，法理上は，一旦，修正5条や修正14条の
デュー・プロセス条項で保障される自由に，契約の自由や言論の自由という特定の自由が含まれる
とされれば，憲法で保障される自由に関し，経済的なものと非経済的なものとを区別する思考を持
ち合わせていなかったし，それゆえ，法理上，憲法で保障される自由の中に優越的地位を有するも
のがあるとは考えていなかったのである26。
　また，阪口によれば，このことは当時のりベラル派の論者にも共通のことである27。すなわち，
当時のリベラル派の研究者の多くは，James　B．　Thayerに代表にされる全面的な司法消極主i義を主
張していたということである28。例えば，当時の代表的なリベラル派の研究者として有名なEd－
ward　S．　Corwinは，　Zechariah　Chafee，　Jr．やHolmeSが言論・出版の自由を厚く保障することを主
張していたことに対し，彼らが以前は立法府の裁量を堅固な憲法上の制限により縮減することに反
対していたことを指摘し，言論・出版の自由の保障のあり方に関しても立法府の多数派に任される
べきだと主張していた29。Corwinのこの立場も全面的な司法消極主義の現れと言いうるであろ
う。リベラル派の中にあっても，表現の自由を厚く保障することを主張するChafeeやHolmesの
21Meyer，262　U．S．，399．
22Gitlow　v．　IVew｝石o漉，268　U，S．652（1925）．
23　1d，，　at　666．
24See　Thomas　M．　Cooley，　A　Treatise　on亡he　Constitutional　Limitations　which　Rest　upon　the　Legislative　Power
　of　the　United　States　of　the　American　Union（5th　ed．　Little，　Brown　and　Company，1883）．
25阪口正二郎「第一次大戦前の合衆国における表現の自由と憲法学（二）：表現の自由の優越的地位形成過程
　の歴史研究序説」社会科学研究34巻5号109頁1992年，158頁。
26Howard　Gillman，　Preferred　Freedoms：The　Progressive　Expαnsion　of　State　Power　and　Rise　of　Modern　Civil　Liber－
　ties　JurisPrttdence，47　Political　Research　Quarterly　623，623－626，633－640（1994）．
27前掲脚注25190－196頁。
28See　James　B．　Thayer，　The　Origin　and　Scope　of　the　A　merican　1）octrine　of　Constitutional．乙aw，7Harv．　L．　Rev．　17
　（1983）．
2g　Edward　S．　Corwin，　Freedom　Of　SPeech　and　1）ress　under　the　First．Amendment　A　Resume，30　Yale　L．　J，48，55
　（1920）．Corwinが批判の対象とするChafeeとHolmesの立場は，それぞれZechariah　Chafee，　Jr．，　Freedom
　of　Sl）eech　in　Vaar　Time　32　Harv．　L．　Rev，932（1919）とAbrams　v．　United　Stα　tes，250　U．S。616，627－28（1919）
　（Holmes，　J．，　dissenting）におけるものである。
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立場は例外的であった。上述のようにFrankfurterが，　Meyer判決とPierce判決を評し，マイノ
リティーへの寛容のためであろうと司法府による立法の違憲判断にはコストが伴うことに警句を
発していたことの理由も，当時のリベラル派が，どのような性質の自由が問題になっていようと
も，1立法府の判断に対する司法府による介入を認めることを躊躇していたからだと考えることがで
きる。
　（2）ロックナー判決期における司法審査の方法一Lochner判決（1905）の分析
　それゆえ，当時においては，一旦，特定の自由が修正5条や修正14条で保障される自由に含ま
れるとされれば，司法審査は，あらゆる自由に共通する方法で行われていた。そして，この司法審
査の方法の分析からは，ロックナー判決期における自由の意味が明らかになるように思われる。結
論を先取りすれば，ロックナー判決期においても，現在と同様に，立法の目的審査と手段審査によ
って司法審査が行われていた。しかし，現在のように表現の自由等の憲法上の禁止に触れない限
り，どのような目的においても活動できる政府の総体的な権限を想定することはせず，政府の活動
範囲をあらかじめ特定の目的に限定し，立法において採用された手段がその特定の目的と結びつい
ているのかどうかを問うものであった。
　ロックナー判決期修正主義の論者によれば，ロックナー判決期の法理の起源は，制憲期にまで遡
ることができると主張されるが30，本稿ではさしあたり，Lochner判決それ自体の分析を通じて，
ロックナー判決期の司法審査の方法を析出することを試みる。Lochner判決では，パン工房で働く
被用者の労働時間を1日10時間もしくは1週60時間に規制する州法が，修正14条で保障された雇
用老と被用者双方の契約の自由を侵害するとして違憲と判断された。この結論を導く過程におい
て，この当時の連邦最高裁において主導的な役割を果たしていたPeckham裁判官が筆を執った法
廷意見は，当該州法における労働時間規制が州の正当な権限の範囲内に収まるのかどうかを問う
た。すなわち，法廷意見は，最初に，修正14条で契約の自由が保障されていることを指摘しつつ
も，州による正当なポリス・パワーの行使として認められる立法によって契約が規制される場合に
は，契約の自由に憲法上の保護が与えられることはないと述べる。そして，ポリス・．パワー行使の
目的として「公衆の安全，健康，道徳，一般的福祉」を挙げ，これらの目的を持つ立法は合憲だと
し，例えば，鉱山労働者のような特別な職種に関する労働時間規制や公衆の健康や安全に関わる予
防接種の強制が正当なポリス・パワーの行使に当たると指摘する。しかし，法廷意見は，州による
ポリス・パワー行使に限界があることに注意しなければならないという。「さもなければ，修正14
条はいかなる効用も発揮せず，州の立法府は無制約な権限を手に入れる」ことになり，さらに，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し「ポリス・パワーの主張は単なる弁解，すなわち，憲法上の制約を受けずに行使されうる州の主権
30この点に関しては，See　Gillman　supra　note　1　at　19－60；Owen　M．　Fiss，　Troubled　Beginnings　of　the　Modern
　State，1888－1910：The　Oliver　Wendell　Holmes　Devise　History　of　the　Supreme　Court　of　the　United　States　vol．
　VIII　45－49（Cambridge　University　Press，2006；An　earlier　version　was　published　by　Macmillan　Publishing，
　1993）．
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の欺隔的な別名にもなりうる」からである。それゆえ，ポリス・パワーの行使と主張される立法
は，「公正で合理的かつ適切な州のポリス・パワーの行使」か，それとも，契約の自由に対する
「不合理で不必要かつ専断的な干渉」かどうかが問われなければならないのである31。
　こうした前提で，法廷意見は，当該州法に関し，パン職人が州の保護を必要とする特別な職種で
もなく，また，公衆の安全，道徳，一般福祉を労働時間規制の目的とすることもできないとした上
で，もし；正当化されうるとするならば，パン職人個人の健康に適うものとされねばならないと述
べる。そして，この点を判断する際にも，法廷意見は，立法が有効とされるためには，「ほんのわ
ずかにでも公衆の健康に関連していると単に主張するだけ」では十分ではなく，「目的に対応する
手段として，より直接的な関連性」があり，「目的自体も適切かつ正当なもの」でなければならな
いと一般論を述べた。その上で，パン職人という職業が州による労働時間規制を許すほど他の職業
よりも健康に害を及ぼすものではなく，つまるところ健康に影響を与えない職業など存在しない以
上，当該州法による規制を許すならば，いかなる職業も州による労働時間規制に服することになっ
てしまうと指摘する。しかし，このような州の「あらゆるものも包含する権限（all・pervading
power）」は，修正14条で保障された自由を水泡に帰すことになってしまうと法廷意見は考えた。
それゆえ，法廷意見は，当該州法が，ポリス・パワーの限界を越えていると判断したのである32。
　（3）残余の自由とポリス・パワーの内在的限界
　Lochner判決の法廷意見において，修正14条で保障される契約の自由が侵害されているかどう
かを判断する決め手になっているのは，州の立法がポリス・パワーの行使として正当と考えられる
限定的な目的の範囲内に収まっているのかどうかということであり，さらに，表面的な目的として
健康などの正当な目的が挙げられていたとしても，それが単なる弁解に過ぎない場合もありうるこ
とが想定され，手段審査において目的と手段の「直接的な関連性」を要求することで，州の立法の
真の目的が正当と考えられる限定的な目的の範囲外にあることがいぶし出されていた。ロックナー
判決期修正主義の立場から当時の状況をつぶさに分析するOwen　M．　Fissは，このLochner判決に
おける自由のあり方を，残余の自由だという。すなわち，政府の活動は，社会契約伝統に基づき政
府が創設された特定の目的に限定されており，政府の権限が及ぼない領域として残された部分が個
人に修正14条で自由として保障されていたということである。そこでは，政府が特定の自由を侵
してはならないという禁正にではなく，そもそも政府の権限の及ぶ範囲とは何なのかという権映に
重点が置かれ，政府の活動を特定の領域に閉じ込めることで「制限された政府」という社会契約伝
統の基本的なコンセプトを維持する戦略が採られていた。それゆえ，政府は，その目的の範囲内，
すなわち，公共の秩序維持や市場交換の促進，全国的な市場の維持ということに関しては活動を認
められたが，目的の範囲外とされた活動，例えば，社会における富や権限の分配・配分を変更しよ
31Lochner　v．　New　York，198　U．S．45，53－56（1905）．
32　1d．，　at　57－60．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－23一
うとする活動を否定されることになったのである33。
　この政府の権限に着目する残余の自由という考え方は，他の修正主義の論者にも共有されてい
る。例えば，Howard．Gillmanによれば，ロックナー判決期において多くの社会・経済立法が違憲
と判断されたのは，それらの立法が全体ではなく一部の人びとを優遇し，一方の利益のために他方
を犠牲にする「クラス立法」であると判断され，政府はそのような活動を行う権限を有さないと考
えられていたからであるという34。さらに，Morton　J．　Horwitzによれば，この当時は政府が促進
しようとする利益と憲法で保障される自由に対する制約の程度との利益衡量という発想はなく，政
府の有するポリス・パワーの範囲に特定の政府の活動の目的が収まるかどうかという極めてカテゴ
リカルな思考が，Lochner判決期の司法審査を支配していたと述べている35。
　以上をまとめると，優越的地位を有する憲法で保障される自由という考え方が存在せず，それゆ
え，規制を受ける自由の性質に応じて厳格な審査基準と緩やかな審査基準を使い分けるという司法
審査の基準論が発達する以前であり，さらには，政府の権限と制約を受ける自由との衡量という手
法も未発達であったロックナー判決期においては，目的手段審査という司法審査の方法は，単純に
政府のポリス・パワー行使の限界を内在的に問うものとして存在したのである。つまり，実体的デ
ュー・プロセス理論と今日おいて呼ばれるものの内実は，政府のポリス・パワー行使の内在的な限
界論であったということである。
3　1920年代までのポリス・パワー理論
　（1）Muller判決（1908）一女性の労働時間規制
　本章の冒頭で紹介したLochner判決後のいくつかの代表的なポリス・パワー判例も，結論だけ
みれば相互に矛盾するように見えるとしても，より詳しく分析すると，政府の権限の内在的な限界
を問うLochner判決が示した法理の枠内で理由づけられていたことがわかる。　Lochner判決の3
年後に出されたMuller判決では，あらゆる工場で働く女性の労働時間を1日10時間に制限するオ
レゴソ州法が合憲と判断された。Muller判決の法廷意見では，この当時には進歩主義的な弁護i士
として活躍していたLouis　Brandeisが州側の代理人として連邦最高裁に提出した準備書面が引用
され36，この点からも連邦最高裁が進歩主義的な立法に対して理解を示したもののように見える部
分を含んでいる。しかし，Muller判決の法廷意見は，　Lochner判決では認められなかった被用者
の健康の保護という目的と労働時間規制という手段との直接的な関連性を一般的に認めるが故に，
当該州法を合憲と判断したわけではない。むしろ，Muller判決では，その事案の特殊性が鍵とな
33Fiss，　supra　note　30　at　157－165．
34Gillman，　supra　note　l　atユ02－146．
35Morton　J．　Horwitz，　The　Transformation　of　American　Law　1870－1960：The　Crisis　of　Lega10rthodoxy　17－19，
　27－30（Oxford　University　Press，1992）．
36Muller，208　U，S．，419．
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っており，あくまで例外的に労働時間規制が合憲と判断されたにすぎない。すなわち，法廷意見
は，女性が出産という男性にはない機能を備えていることに着目し，女性の長時間労働が女性の健
康にとってばかりでなく，社会全体にとって害悪を及ぼすが故に，州が女性に対して特別な保護を
講ずる正当な権限を有するというのである37。そして，この判断の前提には，女性は男性に依存し
て生活を営む存在であり，男性と女性とは平等な存在とは考えられず，子どもとまったく同じ程度
にまでとはいかなくとも，それと同じ論理で，州による特別な配慮を必要とするという考え方が
示されている38。法廷意見は，労働時間規制の対象が女性という市場における対等な競争者とは
みなされえない存在に限定されていたが故に，当該州法を合憲と判断したに過ぎない。Muller
判決の法廷意見は，州の立法が正当なポリス・パワー行使の範囲内に収まるのかどうかを問題にす
るLochner判決が示した法理の枠内で，州が女性を特別に保護する正当な権限を認められる
以上，その分だけ，女性の自由の範囲が狭められたとしても，憲法に反するものではないと考えた
のである。
　（2）Bunting判決（1917）　　一般的労働時間規制
　その後，1920年代までに，連邦最高裁が，Bunting判決ですべての工場の被用者の労働時間を1
日10時間に制限するオレゴソ州法を合憲と判断したことも，Adkins判決で女性の最低賃金を定め
る連邦法を違憲と判断したことも，Lochner判決とMuller判決で前提にされていた事実認識が改
められた結果生じたことであり，結果だけ見ればBunting判決とAdikins判決とは正反対の方向
を指向するように見えるものの，Lochner判決が示した法理の枠組みの中で処理されているという
点では一連のものと考えられる。まず，Bunting判決に関しては，法廷意見は，オレゴン州法と修
正14条との衝突が問題になっており，この点は，「州のポリス・パワー行使として適切かどうか」
に左右されると述べた39。そして，「ポリス・パワーが健康のための規制に及ぶことは否定されて
いないが，当該州法がそのような目的や正当化事由を持つものではないと主張されている」40と
し，この点を中心に検討を加えていた。なぜなら，Bunting事件で問題になった州法は，工場での
被用者の労働時間を1日10時間に制限することの例外として，1．5倍の賃金を支払えば時間外労働
を1日3時間まで認めていたからである。それゆえ，当該州法は，被用者の健康を保護するため
の労働時間規制であると主張されているが，その実は，市場価値を上回る賃金を雇用者に支払わせ
ることを目的にした賃金規制なのではないかということが問題にされたのである41。しかし，法廷
意見は，労働時間規制であるという主張にも十分に理由があり，実際に採られた方法の良し悪しを
裁判所が決定する必要はないと判示し，賃金規制であるという主張には与しなかった42。そして，
37　1d．，　at　420－421．
38　1d．，　at　422－423，
39Bzanting，243　U．S，，434．
401d．
41　1d．，　at　436－437，
42　1d．，　at　437－438．
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法廷意見は，「我々の産業上の慣習が1日10時間以上の使役を認めていないという周知の事実に照
らせば，法的問題として，立法上の要求が労働時間に関し不合理かつ専断的とは判示しえない」43
と述べるのである。このように，Bunting判決においては，　Lochner判決では認められなかった被
用者の健康と労働時間規制との関連性という事実認識の面での変化が見られるものの，その判断枠
組み自体は，政府の権限行使の正当性を問うLochner判決の枠組みを踏襲するものであった。
　（3）Adkins判決（1923）一女性の最低賃金規制
　次に，Adkins判決に関しては，女性に対する特別な法律が問題になっている点で，　Muller判決
と矛盾し，連邦最高裁が保守性を強めたのではないかとの疑いも生まれうる。しかし，Muller判
決自体がLochner判決の枠組みを逸脱するものではなかったことは先に指摘した通りであり｝’・両
判決の結論上の差異は，主に，女性に対する事実認識の差異に起因するものである。Mullbr判決
では，女性と男性とを平等な存在とみなすことはできないが故に州が労働時間規制という面で女性
に対して特別な配慮を行う正当な権限を有すると判断されていた。しかし，Adkins判決では，法
廷意見は，「Muller判決で示された男女間の古くさい不平等は，身体的な面を除いて，’rその強度
を弱めながら』続いている」状態であると述べ，「憲法修正19条において最高度に達した契約上，
政治上，市民生活上の女性の地位に関して〔Muller判決の〕判断の後に起こっている革命的とま
では言わなくとも大きな変化に照らしてみれば，そのような男女の差異は，現在では全くではない
としてもほとんど消え去っている」との認識を示した44。それゆえ，最低賃金規制に関し，女性を
特別扱いすることはできないと判断したのである。また，Adkins判決に関しては，　Bunting判決
において工場労働者の労働時間規制が認められたことと比較して，連邦最高裁の進歩性に後退が見
られると感じられる部分もある。しかし，Adkins判決とBunting判決との結論上の差異も，両判
決がLochner判決が示したポリス・パワー理論を採用していたが故に生じたことに注意すべきで
ある。Bunting判決では，工場労働者の健康との関連性が認められ労働時間規制が合憲と判断され
たわけであるが，この当時のポリス・パワー理論は，あくまで政府の正当な権限の範囲を画定して
いこうとするものであったので，Bunting判決では工場労働者の労働時間規制という特定の場面ま
でポリス・パワーの範囲が広げられたに過ぎず，労働者を保護する一般的な州の権限が認められた
わけではなかうた。それゆえ，Adkins事件で問題になった最低賃金規制も正当なポリス・パワー
行使かどうかを問う余地が十分に残されていた。すなわち，Adkins判決の法廷意見は，賃金の
額という労働契約の核心に触れるかどうかという点で，労働時間規制と賃金規制とは本質的に異な
るという認識に基づき，被用者の必要ばかり考慮し，雇用者の側に一方的に負担を課す最低賃金規
制を正当なポリス・パワー行使と認めることはできないと判断したのである45。Bunting判決と
Adkins判決の分析から見て取れるように，1920年代に至って，連邦最高裁の多数派の裁判官たち
43@1d．，　at　438．
44．4dkins，261　U．S．，553．
45@1d．，　at　553－560．
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は，Lochner判決の当時とは社会状況に関する事実認識を異にする部分があり，それゆえ，労働関
係立法に関してLochner判決の当時とは異なる結論を示すこともあったが，そこでも，デュー・
プロセス条項によって保護される自由を見極める際に重要なことは，政府の正当な権限の範囲であ
り，・ILochner判決が示した法理の枠内で問題が処理されていた。
　（4）Gitlow判決（1925）一州による言論・出版の自由規制
　Lochner判決が示した法理の枠組みは，言論・出版の自由という非経済的自由を取り扱っだ
Gitlow判決でも採用されていた。　Gitlow判決では，暴力等により政府転覆の唱導を禁止する
ニュー・ヨーク州の犯罪的無政府主義法の合憲性が問題になった。法廷意見は，「言論及び出版の
自由・　連邦議会による侵害から修正1条が保護するもの　　は，修正14条のデュー・プロセス
条項によって，州による侵害から保護される基本的な個人の権利及びr自由』に含まれる」46と述
べたが，言論及び出版の自由も絶対的なものではないとし，「州がそのポリス・パワーの行使にお
いて，公共道徳を乱し，犯罪を誘発し，公共の安寧を阻害する傾向があり，公共の福祉に反する発
言によって，〔言論及び出版の〕、自由を濫用する者を罰しうることには疑問の余地はない」47と指摘
した。そして，「言論及び出版の自由は，州からその自己保存という第一義的かつ不可欠の権利を
奪うものではない」48とし，州の立法府が，当該州法を制定することにより，暴力等による政府転
覆を唱導することを「公共の福祉に反し，州のポリス・パワー行使において罰せられうる実質的な
害悪（substantive　evil）の危険を伴う」49と決定した以上は，当該州法は，「言論や出版の自由を不
当に侵害する専断的かつ不合理な州のポリス・パワー行使」とは判断しえないと結論づけたのであ
る50。
　以上の1920年代に至るまでのポリス・パワー判例の法廷意見の思考から窺われるように，
Lochner判決期における自由とは，あくまで州の権限が及ばない領域として残された部分に過ぎな
かった。当時の連邦最高裁が，契約の自由のような経済的自由を優遇し，表現の自由のような精神
的自由を冷遇していたように見えるのも，契約の自由が問題になる労働市場への政府の介入は例外
的なものと考えられたのに対し，表現の自由が問題になる公共の安寧のための政府の介入について
は政府の権限が広範囲に及ぶと考えられていたからだと思われる。それゆえ，Meyer判決と
Pierce判決で認められた親の教育の自由に関しても，それを制約する政府の権限，すなわち，公
教育に関する政府の権限が，どの程度まで及ぶと考えられていたのかが重要になる。
46Gitlow，268　U．S．，666．
47　1d．，　at　667．
48　1d、，　at　668．
491d．
50　1d．，　at　670．
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4　公教育に関する州のポリス・パワーと親の教育の自由
　（1）合衆国における親権と親の教育の自由の旧来の姿　　Bla6kstoneとKentの親権観
　親の教育の自由が子どもを経済的に搾取することを許す親の使役権に淵源を有すると指摘する論
老が依って立つものは，合衆国の法理論の発展に大きな影響を与えたと言われるWilliam　Black－
stoneの“Commentaries　on　the　Laws　of　England’1とJames　Kentの“Commentaries　on　American
Law”に現れている合衆国における親権の旧来の姿である。
　1）Blackstoneの親権観
　まず，Blackstoneの“Laws　of　England”を見てみると，子どもに対する親の権利は，その子ど
もに対する親の義務から派生するものとされている。親は，自然法や理性に裏打ちされて，子ども
に対して，自身の子どもの生存の維持（maintenance），人格や身体の保護（protection），教育に
関する義務を負うが51，その義務の円滑な履行のためやその報いとして，親は子どもに規律を守ら
せ，服従させるのに十分な程度の権限を有するという。その親の権限の中には，子どもを矯正する
ことや婚姻への同意が含まれ，さらには，親は，子どもの財産に関して，その受託老や保護者とし
て以上の権限は有しないとされるものの，親と伴に生活し，親によって生活を維持されている間に
は，子どもの労働から得られる利益を手にすることができると述べる52。
　また，子どもの教育に関しては，親は「子どもの生活状況に適した教育を与える義務」を負い，
他の義務よりも重大な義務であると指摘するものの，この義務の不履行により不利益を被るのは親
自身であるという理由により，制定法上で子どもの教育を義務づけることはされていないと述べる
に留まっている53。そして，教育に関する親の権限に関しても，親は，「その存命中に，親の権限
の一部を家庭教師（tutor）や学校の教師（schoolmaster）に委任することができ，家庭教師や学
校の教師は，“in　loco　parentis”（親代わり：“in　place　of　parent”）として，彼の責任に託された親
の権限の一部，すなわち，制約や矯正の権限を，彼らが雇われた目的に応じるために必要な限りで
有する」54と述べる。“in　loco　parentis”としての学校の教師観においては，子どもの教育に関し
て，学校の教師は，親の委任を受けた範囲内で権限を有するに過ぎず，親の権限に優越することは
ないということになるであろう。
　2）　Kentの親権観
　Blackstoneの親権観は，　Kentの“American　Law”にも引き継がれている。　Kentにおいても，
親の子どもに対する権限は，その子どもに対する義務から派生するものとされ，ローマ法上の子ど
もを親の財産とみなす考え方は否定されるものの55，生存の維持や教育への義務を負うことの結
51William　Blackstone，1Commentaries　on　the　Laws　of　England　434－440（William　S．　Hein＆Co，1992．　Origina1－
　ly　published　by　the　Clarendon　Press，1765）．
52　1d．，　at　440－441．
531d．，　at　438－439．
54　1d．，　at　441．
55James　Kent，2Commentaries　on　American　Law　169－171（0．　Halsted，1827）．
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果，親は，「子どもの人格の監護，及び子どもの労働や使役の価値に対する権利を有している」と
述べられている56。また，教育に関しても，・Blackstoneと同じように，子どもの教育に関する親の
義務の重要性を強調するものの，制定法上は一般的に不完全な義務であるとする57。そして，教育
が公的な関心事となり，合衆国の各州で学校教育に対する公的支出がなされるようになってきてい
ることを指摘しつつも58，教育に関する親の権限に関しては，家庭教師や学校の教師に委任しうる
と述べるに留まり59，それがどの程度の制約を被るものなのかについては述べられていない。
　（2）1920年代までの児童労働規制をめぐる議論の展開
　確かに，Meyer判決の法廷意見が子どもを「コントロールする権利に対応して，自身の子ども
に彼らの生活状況に適した教育を与えることは親の自然的な義務である」60と述べる部分からは，
親の義務と権利の対応関係や用いられている言葉から，BlackstoneやKentの親権観の影響が窺わ
れる。しかし，ロックナー判決期における自由とは政府の権限が及ばない残された領域であり，こ
の当時の子どもの使役や教育に関して政府がどの程度介入しうるものと考えられていたのかを見る
と，BlackstoneやKentの親権観は修正を余儀なくされていたことがわかる。
　子どもの使役に関しては，児童労働規制をめぐる連邦最高裁での議論のありようを見ることで確
認できる。児童労働規制に関しては，1910年代には，各州で児童労働を規制する立法措置を執る
ことが一般化していた。しかし，各州での労働時間や規制年齢の基準がばらばらであったため，子
どもの福祉の面から全国レベルでの基準の統一を求める運動が起こり，さらには，一般的に児童労
働規制が南部諸州よりも厳しかった北部諸州の産業界がその規制の差により経済競争において不利
になることを恐れたこともあり，連邦議会は，憲法の州際通商条項や課税支出条項に基づき児童労
働を規制する連邦法を制定するに至った。しかし，連邦最高裁における相次ぐ2つの違憲判決61に
より，児童労働規制に関する連邦法での全国基準の設定が頓挫させられることになり，憲法修正論
議へと展開していった。これが，この当時の状況の概要である62。ここで注意すべきことは，連邦
最高裁が児童労働規制そのものに対して敵対的であったというわけではないことである。上記2
つの違憲判決においても，連邦最高裁は，州際通商条項や課税支出条項に基づき連邦法により児童
労働規制に関する全国一律の基準を普及させようとすることが，本来，州の権限に帰属すべき事柄
に対する連邦議会による直接的介入と同じであり，それゆえ，州の主権を奪うことになると判断し
561d．，　at　162－163．
57　1d．，　at　164．
58　1d．，　at　164－168．
59　1d．，　at　170．
60Meyer，262　U。S．，400．
61Hammer　v．　Dagenhart，247　U．S．251（1918）（州際通商条項違反）；Bailey　v．　1）rexel　Furniture　Company，259
　US．20（1922）（課税支出条項違反）。
62この当時の児童労働規制をめぐる議論に関してより詳しくは，See　generally　Stephen　B．　Wood，　Constitutional
　Politics　in　the　Progressive　Era：Child　Labor　and　the　Law（The　University　of　Chicago　Press，1968）．
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たに過ぎないのである。そして，州の権限に関しては，州際通商条項に基づく連邦の児童労働規制
法が違憲と判断されたHammer　v．　Dagenhart（1918）の法廷意見の傍論で，「子ども自身の利益や
公共の福祉の観点から鉱山や工場で子どもを雇用する権利に限界が存すべきことは皆が認めること
である。そのような雇用が規制されるべきだと一般的に考えられていることは，代理人の準備書面
において，全州が，子どもを雇用する権利を制限することで，この問題に対処する法律を制定して
いると述べられている事実から明らかである」63と指摘されていた。子どもの労働から利益を得る
親の権利は，州の規制権限との関係で，その絶対性を否定されるに至っていた。
　（3）1920年代までの公教育に関する州のポリス・パワーの拡大
　1）Meyer判決とPierce判決における公教育に関する州のポリス・パワーL
　同じく州の権限に焦点を合わせてMeyer判決とPierce判決を見ると，それらは教育の面におけ
る親の権利の絶対性を否定したものと読まれるべき判例であることがわかる。なぜなら，両判決に
おいて，教育に関し，州は，子どもに教育を与える親の義務を強制的に履行させることを可能にす
る義務教育法を制定する権限をはじめ，公立・私立の学校への規制・監督権限，カリキュラム設定
権限等の広範な権限をもつことが認められているからである64。学校教育との関係では，Black－
stoneやKentのような親の委任の範囲内で学校は子どもの教育を担うという考え方，すなわち，
子どもが学校に通うかどうかは親の意思に依存するという考え方は，もはや通用しなくなっている。
　このような両判決の評価に対しては，当時の連邦最高裁は，レッセフェール経済理論を背景に政
府の権限は小さいほどよいと考えていた以上，州側の主張に配慮した嫌々ながらの譲歩でしかない
と評価されるべきだと主張されるかもしれない。しかし，政府の権限の範囲内の事柄に関しては正
当なポリス・パワーの行使として認められ，さらに，その権限の範囲も可変的なものでありえた。
そして，当時のポリス・パワーに関する代表的な概説書を参照すると，むしろ，両判決での公教育
に関する広範囲な政府の権限の承認は，当時のコソセンサスを反映したものであることがわかる。
　2）Freundにおける親権と公教育に関する州のポリス・パワー
　例えば，1904年出版のErnest　Freundの“The　Police　Power”を見ると，　Freundは，「子どもの
保護のための立法の合憲性に疑義が唱えられることはほとんどない」と述べた上で，子どもに対す
る政府権限も専断的に行使されてはならないが，「個人の自由をかなりの程度で保護するリベラル
な見解を採り，パターナルな立法を非難する傾向がある裁判所でさえ，特に，職業の選択，労働時
間，賃金の支払い，教育に関係するあらゆる事柄に関して，パターナルなコントロールが，子ども
に対して行使されうることは認めるであろうし，これらの事柄に関して，広範囲かつ継続的に拡大
する立法活動が行われている」と指摘する65。また，子どもへの制約が同時に親の権利への制約に
63Hammer，247　U．S．，275．
64Meyer，262　U．S．，402；Pierce，268　Us．，534．
65Ernest　Freund，　The　Police　Power：Public　Policy　and　Constitutional　Rights　247－248（Callaghan　Company，
　1904）．
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なるとの認識が示され，「我々の憲法は家族の権利やその関係に関して黙しているが，我々は，親
の権限を単に自然権とみなすだけはなく，それへの制約を違憲と宣言するために，州の権限の上位
にある自然権とみなさなければならない」とするものの，「親が持つコソトロールの権利は自然権
であるが，譲り渡されえない権利ではない」，「州の最高権限から独立した親の権利など存在しな
い」，「親の権利は既得権（vested　right）ではない」と判示されてきたことに注意を喚起する。す
なわち，「実際に，この権利を全体として〔州により〕委任された権限として扱い，この権利は，
明白な濫用の場面でのみチェックされうるのではなく，子どもの福祉の促進に最適なものとして議
会が設定しうるルールによっても，その行使が管理されうるものと考えられる傾向が存在する」と
述べるのである66。
　そして，子どもの教育に関しては，子どもの教育を方向付ける権利を親の権利の中でも最も重要
なものの1つとしつつ，「合衆国における立法の実践は長くこの権利を自由かつ無制約のままにし
てきたが，ポリス・パワーの行使が及ばないわけではないことは確かである」と述べ，義務教育法
の合憲性も，「親は子どもが教育されないまま放っておく権利を有さない」という理論に基づき維
持されていると指摘する67。さらに，Freundは，私立学校教育が義務教育法下においても許され
ているとの認識を示しつつも，「州は，何が適切な教育であるのかを決める権限を保持しなければ
ならず，常に，一定の分野の知識が教えられることを要求しうる」とし，英語での授業や国民とし
ての精神を促進するための休日の設定や国旗の掲揚，私立学校の免許制，公務員による立入り検査
という広範囲に及ぶ私立学校への規制を正当なものとして挙げている68。Freundにおいては，子
どもの教育に関する政府の権限は，宗教教育の自由を除いて69，親の教育の自由一般との関係で限
界を設定されうるものではもはやなくなっているようにさえ思える論じられ方である。
　3）Tiedemanにおける親権と公教育に関する州のポリス・パワー
　もっとも，一般にリベラル派に属すると評価されてきたFreundが，教育の面に関しても広範囲
な政府の権限を承認していたとしても，さほど驚きではないかもしれない。そこで，より興味深い
のが，1886年出版のChristopher　G．　Tiedemanの“ATreatise　on　the　Limitations　of　Police　Power　in
the　United　States”での記述である。　Tiedemanは，親と子どもとの関係の歴史を以下のように概
観する。アーリア人の初期の歴史を振り返ると，その時代には，家族は，夫ないし父を専制者とし
て持つ第一次的な社会的かつ政治的組織であった。そこでは，家族の長たる父は，その構成員に対
66　1d．，　at　248．
67　1d．，　at　252．
681d．，　at　253．もっとも，　Freundは，私立学校への規制が親の宗教教育の自由との関係で憲法上の限界を越え
　る場合も想定している（本稿脚注69参照）。
69「教育は，それが宗教の自由にとって不可欠である限りで，憲法上自由でなければならない。なぜなら，宗
　教の自由な実践は崇拝と同様に薮えるととも含むからである。州は，国教を樹立し，または，特定の宗教の
　ために差別を行う限りで，子どもの宗教教育を禁止できない。また，州は，宗教的組織が最も効果的な方法
　でその教義を教え込むことを妨げる限りで，すべての私立学校を抑圧することもできない」（Id．，　at　254．）。
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して絶対無制約の支配権を有していたのである。もっとも，時代が下り，家族がその政治的組織と
しての性格を失うと，子どもに対する父の絶対的支配権も通用しなくなった。父と同じく，子ども
も，国家の構成員となり，政治的，市民的権利の享有主体となった。それゆえ，現在では，子ども
に関する最高権限は，州に移譲され，父が未成年の子どもに対して有する権限も，州が親に信託し
たもの過ぎない。すなわち，子どもをコントロールする権限は，親の自然権ではなく，あくまで，
州のポリス・パワー行使に発する親に与えられた「特権もしくは義務」なのである70。
　もっとも，Tiedemanは，この当時においても，州判例の中には，親の自然権に言及し，親の権
限を制約する立法を違憲と判断したものも見られることを指摘し，子どもに対する親の権限に関し
て，正反対の見解が現に存在すると述べる。そして，この興味深い分野でのポリス・パワーの問題
の解決は，子どもの監護に関する親の主張の性質に左右されることになると指摘する。もし，親の
権限が自然権であるならば，州は，親の養育から子どもを専断的に奪うことはできず，親の権限に
対するいかなる介入も，親の悪質性ゆえに公共の善のために行使されるポリス・パワーに基づく規
制として正当化されなければならない。そして，このような州による介入は，他の自然権への制約
と同様に，公正な司法判断に服さなければならない。反対に，もし，親の権限が特権もしくは義務
であるならば，いなかる状況下において，親が子どもの養育を任せられうるのかの決定は，立法府
の裁量に委ねられることになり，立法府の判断がきちんとした根拠を持つものかどうかということ
は，司法府が合憲性の判断を行うことができない問題だということになる71。
　こうした前提で，Tiedemanは，この当時におけるポリス・パワー行使の典型の1つとして公費
で賄われる子どもの教育を挙げ，義務教育法制に関して以下のように述べている。すなわち，「も
っとも徹底したレッセフェール理論の学派を除き，学校への通学が子どもや親の判断に任されてい
る限り，州が公費で無料の学校を設立・維持することには誰も反対しないであろう。」しかし，州
がそれだけでは満足せず，「子どもや親の意思，そして，公立学校への通学が子どもにとって害に
なるとの親の誠実な確信に反して，あらゆる子どもを州による助成の恩恵に与らせようとする場合
には，」多くの反対に見舞われることになろう。「子どもに親があり，親が子どもの公立学校への通
学に反対する場合には，問題はより深刻なものになる」。この問題に関し，Tiedemanは，子ども
がいかなる学校にも通っていなければ，州が公立学校に子どもを通わせることは実際上そう困難で
はないが，子どもがどの学校に通うのかを決める親の権利を州が否定することは明らかに間違って
いると述べる。しかし，Tiedemanによれば，そのどちらの場面に関わるとしても，法律の合憲性
は同一の法によって判断されなければならないとする。すなわち，子どもに対するコントロール
が，親の権利であるならば，どちらの場面でも，親が道徳的に頽廃しているのでなければ，州は，
親の権限に介入できず，反対に，親の特権もしくは義務であるならば，どちらの場面でも州による
70Christopher　G．　Tiedeman，　A　Treatise　on　the　Limitations　of　Police　Power　in　the　United　States：Considered
　from　both　a　Civil　and　Criminal　Standpoint　551－554（The　F．　H．　Thomas　Law　Book　Co．，1886）
71　1d．，　at　556－560．
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介入は合憲ということである。そして，最後に，Tiedemanは，「現在の社会的潮勢の下では，後
者の見方が優勢ということであろうし，少なくとも特定の年齢の間に何らかの学校にすべての子ど
もを通わせる範囲では，義務教育は極めて一般的になっている」と述べるのである72。
　Tiedemanは，本書の序文において，’アメリカ社会に対する以下のような現状認識を示してい
た。すなわち，Tiedemanによれば，特権階級支配の記憶が新鮮であった時代には，少数派の自由
に対する多数派による目立った介入は存在せず，政府の活動領域は，「いわゆるレッセフェール理
論」の普及によって最小限の範囲に留められていた。しかし，Tiedemanは，政治上の振り子が再
び逆に振れ，経済問題に関する政府の不介入という理論は，激しく攻撃されるようになり，政府に
よる介入が，社会悪への万能薬としていたるところで主張されるようになっていると指摘する。社
会主義，共産主義，無政府主義が文明国中ではびこり，労働老保護立法が求められ，多くの商売や
職業が禁止され，また政府によって独占されることもあり，それらの思想の中でももっとも過激な
ものは，私有財産の廃止や国家による労働資本の独占を主張しているという73。そして，Tiede－
manは，このような現状認識に基づき，本書の問題意識を次のように述べている。
「保守的な階級の人びとは，不満を持つ大勢の人びとによる上記のような過剰な要求や，普通選挙の発達に伴っ
て文明世界に対して自らの市民国家観を押付ける彼らのあからさまな権力を目撃して，人類がかつて経験した
こともない専制的かつ不合理な絶対主義，すなわち，民主的多数者絶対主義の到来に対する絶え間ない恐怖に
さらされている。
　本書の主たる目的は，憲法の文言や精神に照らしていかなる憲法規定違反も裁判所によって迅速に回避され
ることで政府の活動に対する憲法上の制約という点において人民による憲法の尊重が促進され，維持される限
り，連邦と州の成文憲法の下ではこの国で民主的絶対主義が不可能であるということを，合衆国におけるポリ
ス・パワーの憲法上の限界に関して詳述することによって明らかにすることである。」74
このような問題意識からは，レッセフェール経済体制を理想とする立場から政府の活動範囲をポリ
ス・パワーの限界論として厳格に見定めようとする本書の意図が窺われるであろう。上で紹介した
Gillmanは，従来はこの時期の保守派として一括りに論じられていたCooleyやGuthrieに関して
はロックナー判決期修正主義の立場から単純にレッセフェール経済理論の信奉者とはみなさない一
方で75，Tiedemanを評して「真のレッセフェール立憲主義者」だと述べている76。
　本稿にとって興味深いのは，このようなTiedemanでさえ，公教育に関しては政府の権限を広範
72　1d．，　at　561－563．
731d．，　at　v－v血（preface），
741d．，　at　Vi（preface）．
75Gillman，　supra　note　l　at　56－60（concerning　Cooley）；97－98（concerning　Guthrie）．
76　1d．，　at　86－87．
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囲に認めざるをえない時代状況があったということである。上記の通り，Tiedemanは，　Pierce判
決で違憲と判断された公立学校就学強制法でさえ，政策的当否の問題はあるにしても，親の権利と
いう面から合憲・違憲の問題が生じにくい時代になっているという認識を示していた。この当時に
おいては，公教育に関する政府の広範囲な権限との相関関係において，親の権利は，教育との関係
ではかなりの程度で制約を前提にして考えられるべきものになっていたのである。
5　Meyer判決とPierce半11決における公教育に関する政府権限の限界論
　この当時の憲法で保障される自由とは，政府の権限との相関関係において把握されるべき残余の
自由であり，親の教育の自由も例外ではなかった。そして，公教育に関しては，政府の広範な権限
が認められる時代であり，実際に，Meyer判決とPierce判決においても，そのことは反映されて
いた。それにもかかわらず，Meyer判決とPierce判決は，それぞれ外国語教育禁止法と公立学校
就学強制法を親の教育の自由を専断的に侵害し，違憲だと判断した。それは，なぜか。この答え
は，これまでの分析から明らかなように，両判決において公教育に関する政府の権限の限界がどの
ように導かれていたのかを問うことを通じて明らかにされなければならない。そして，ロックナー
判決期に政府の権限の内在的な限界を見定めるための司法審査の手法として用いられた目的手段審
査の過程に着目して，両判決を分析すると，公教育に関する政府の権限を限界づける両判決に共通
の原理を見出すことができるように思われる。結論を先取りすれば，それは，Meyer事件と
Pierce事件の双方において，準備書面や意見書にしばしば登場し，両判決においても法廷意見の
中に散見された全体主義的公教育の否定に関連するものである。
　（1）Meyer判決に見られる反全体主義原理
　まず，Meyer判決を見てみると，法廷意見は，州の公教育に関する権限が広範囲に及びうるこ
とを前提に，外国語教育禁止法の目的として，合衆国で通用している通常の言語を理解させる利益
を挙げ，その利益がアメリカの理想を身に付けた人びとの同質性の助長と結びついていることを指
摘している。このような法廷意見が挙げる目的は，立法の経緯や州側の準備書面の分析から明らか
なように，外国語教育禁止法を，アメリカ市民教育を公教育の理想として掲げる進歩主義的な公教
育観と結びつけて，移民の子どもに対するアメリカ人化プログラムの一種であるとみなす考え方と
言いうるであろう。そして，市民の質を身体的，精神的，道徳的に改善するために有する州の広範
な権限を承認する法廷意見は，このような外国語教育禁止法の目的についてもその重要性に対して
理解を示すのである77。
　しかし，法廷意見は，このような目的を達成するために，公立，私立を問わず，すべての学校で
外国語教育を禁止するという手段を用いることを問題視した。すなわち，「望ましい目的も禁止さ
れた手段では増進されえない」78と言い，通常はいかなる害悪も生じないと考えられている外国語
77ルfeyer，262　U．S．，402－403．
78　1d．，　at　401．
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の知識の修得を禁止するという手段が，子どもの健康の保護等の州の権限の範囲内にある目的とい
かなる関連性も見出しえないと結論するのである79。そして，このように目的と手段の関連性を切
断する機能を果たしているものが，プラトンの理想国家やスパルタでの教育観の否定である。法廷
意見によれば，プラトンの理想国家やスパルタでの国家独占教育は，理想的な市民の育成という面
では合衆国における公教育と同一の目的を持つものである。しかし，それにもかわわらず，個人を
国家の内に覆い隠してしまういわば全体主義的な国家制度においてなしうる国家独占教育という手
段は，合衆国においては用いることはできないという。すなわち，「個人と国家の関係に触れる彼
らの理想は，我々の制度が依拠する理想とはまったく異な」り，「どこかの議会が，憲法典の文言
と精神の双方に対する暴力を行うことなしに，州の人民にそのような制約を課しうるとはとうてい
承認されえないであろう」というのである80。外国語教育禁止法という手段が，プラトンの理想国
家やスパルタでの国家独占教育と類似するものであることが示唆されているのである。法廷意見
は，このいわば反全体主義原理とでもいうべきものによって，公教育に関する州のポリス・パワー
行使の限界を見定めているのである。そして，この反全体主義原理は，Pierce判決法廷意見に引
き継がれ，より見えやすい姿でそこに現れている。
　（2）Pierce判決に見られる反全体主義原理
　Pierce判決の法廷意見では，公教育に関する州の権限の限界を見定めるために，目的手段審査
という司法審査の手法が定型的に用いられているわけではないが，それは，公立学校就学強制法の
目的それ自体が明白に州のポリス・パワー行使の限界を越えるものと考えられたからだと思われる。
Pierce判決においても，法廷意見は，公教育に関し政府が広範な権限を有することを前提に，州
が教師に対して善き道徳と愛国的性質を持つことや子どもに対して善き市民に必要な教育が施され
ることを要求する権限を有すると述べ，州側が公立学校就学強制法の目的として挙げていた公教育
を通じた理想的市民育成に向け，州が一定の権限を有しうることを認めている81。しかし，法廷意
見は，公立学校就学強制法の目的がそのような理想的市民育成にあるとは考えていない。法廷意見
は，初等教育に関して何らかの特別な措置を講ずべき緊急事態も生じていない中で，本質的に無害
であり長く有用と考えられてきた種類の事業の廃止，すなわち，私立学校の破壊こそが，公立学校
就学強制法が執行されることの実際的な帰結であると述べ，そのことを正当化する合理的な目的を
何も見出しえないと考えているのである。このことは，公立学校就学強制法が親の教育の自由を理
由なく侵害すると述べる文脈で，「憲法によって保障された権利は，州の権限内の何らかの目的と
何の合理的な関係性も有さない立法によっては侵害されえない」と述べる部分から明らかであろ
う82。それでは，なぜ，法廷意見は，公立学校就学強制法が公教育に関する政府の権限行使の合理
79@1d．，　at　403．
80　1d．，　at　401－402．
811）ierce　v．　Society（）f　Sisters，268　U．S．510，534（1925）．
82　1d．，　at　534－535．
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的な目的を逸脱すると考えたのであろうか。それは，「合衆国のすべての政府が立脚する自由の基
礎理論は，公立学校の教師からのみ教育を受けることを子どもたちに強制することで子どもたちを
画一化（standardize）する一般的ないかなる州の権限をも排除する」からである83。すなわち，公
立学校就学強制法という手段を採用すること自体，子どもを「単なる州の創造物」とし，子どもた
ちの「画一化」を狙ったものであり，そのような全体主義的な目的を持つ政府の権限行使の主張は，
個人に自由を保障する合衆国憲法下においては成り立ちえないということである。Pierce判決に
おいても，公教育に関する州のポリス・パワー行使の限界は，反全体主義原理によって見定められ
ていた。
6小括一Meyer判決とPierce判決に見られる反全体主義原理の意義
　確かに，Meyer判決とPierce判決は，当時の連邦最高裁で多数を占めていた保守派の裁判官た
ちが依拠するポリス・パワー理論により社会立法の一種としての公教育関係立法を違憲と判断する
ものであった。しかし，ロックナー判決期のポリス・パワー理論を詳しく分析し，それが政府の権
限の内在的限界を問うものであることに着目して両判決を検討すると，両判決は，公教育に関する
政府の権限が広範囲に及び，違憲判断の決め手となっていた親の教育の自由もその政府権限により
制約を被ることを前提にしつつ，それにもかかわらず，政府がその正当な権限を逸脱していると判
断するものであったことを見出すことができた。それゆえ，ロックナー判決期の判例だという理由
で，Meyer判決とPierce判決を，教師や私立学校の経済的利益や子どもを所有物と捉えるような
親の権利を救済することを主たる関心にしていたとか，あるいはレッセフェール経済理論に基づき
公教育に関する政府の権限を最小化することを狙っていたとは単純に評価することができない。
　両判決において親の教育の自由は，実際には，全体主義的な教育を行う政府権限が存在しえない
ことを示すための道具概念として機能していた。そして，その反全体主義原理には，個人の自由を
保障する合衆国における理想的市民教育と個人を国家の内に覆い隠す全体主義国家における理想的
市民教育との差異の認識に基づき，前者における政府による教育への関与が，後者における国家独
占教育に転化されるならば，個人の自由を旨とする合衆国の理想，すなわち，合衆国での公教育の
目的そのものが挫折させられてしまうという考えを読み取ることができるであろう。以上の本稿の
考察が正しいとするならば，両判決で示された反全体主義原理は，本稿の随所で課題意識として示
したきた公教育のジレンマ，すなわち，憲法理論上，公教育に関しては政府に広範な権限が認めら
れなければならない一方で，個人の精神に対する直接的な働きかけを含むが故にその権限の限界も
設定されなければならないという公教育関係立法の複合的な性格を意識し，公教育のそもそもの目
的に立ち返って政府権限の限界を見定めた結果現れたものであったということは少なくとも言いう
ると思われる。すなわち，今日の視点から振り返れば，当時のリベラル派の多くの論者が全面的な
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司法消極主義の立場を採る故に理論上公教育に関しても政府権限の限界を見定める方途を有さず，
公教育関係立法の複合的な性格を捉えきれなかったのに対し，少なくとも公教育という場面に限定
しては一般的に今日厳しい批判にさらされる保守派の論者の理論が精神的自由にとっての防波堤と
なりうる可能性を示めしていたということである。
　以下，】Vでは，反全体主義原理によって導かれたMeyer判決とPierce判決の実際の結論の意義
を合衆国における公教育の歴史を概観することで明らかにすることにより，反全体主義原理が実際
にどのような機能を果たしうるものなのかについて分析を試みる。（未完）
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